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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第58期
第３四半期
連結累計期間

第58期
第３四半期
連結会計期間

第57期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 4,905,877 1,279,434 8,245,914

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △202,748 △195,421 543,788

四半期純損失(△)
又は当期純利益

(千円) △890,140 △716,544 239,573

純資産額 (千円) ― 7,278,643 8,370,710

総資産額 (千円) ― 9,024,341 10,683,572

１株当たり純資産額 (円) ― 780.43 893.76

１株当たり四半期
純損失(△)又は
１株当たり当期純利益

(円) △95.59 △77.08 25.51

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 80.2 78.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 221,381 ― 335,521

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △72,534 ― 528,522

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △184,993 ― △653,187

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,395,681 1,435,388

従業員数 (名) ― 345 331

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第57期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

３　第58期第３四半期連結累計期間及び第58期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名)
345
(148)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員であります。

なお、当第３四半期連結会計期間末現在、当社グループから当社グループ外への出向者及び当社グルー

プ外から当社グループへの出向者は該当ありません。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託等雇用契約期間の定めのある従業員を含み、派遣社員を除い

ております。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名)
288
(109)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

なお、当第３四半期会計期間末現在、他社から当社への出向者は該当ありません。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託等雇用契約期間の定めのある従業員を含み、派遣社員を除い

ております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行っているものであ

り、事業区分は一つであります。したがいまして、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規

模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

このため生産、受注及び販売の状況については、製品群別に関連付けて示しております。

 

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を区分別に示すと、次のとおりであります。
 

区分 生産高(千円)

電子計測器 359,374

電源機器 962,595

合計 1,321,969

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 外注の状況

当社グループは、製品の製造において、組立配線、調整等の作業を外注に依存しております。

その依存度は、総製造費用に対して当第３四半期連結会計期間11.3％であります。

なお、外注加工の依頼先は、A.C.R. CO.,LTD.、ハイビック㈱、㈱ジェーイーシー等であります。

 

(3) 受注実績

当社グループは、販売計画に基づく生産計画によって生産をしており、受注生産は行っておりま

せん。

 

(4) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を区分別に示すと、次のとおりであります。
 

区分 販売高(千円)

電子計測器 320,658

電源機器 891,209

サービス・部品等 67,566

合計 1,279,434

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

日本電計㈱ 369,868 28.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

 

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、世界的な金融危機の深刻化や世界景気一層

の下振れ懸念、株式・為替等の大幅な変動などの影響により、急速に悪化いたしました。

このような状況のもと、当社グループを取り巻く経営環境は、自動車電装や電子部品市場など

の各企業において、企業収益の大幅な悪化による設備投資計画の凍結や先送り、生産調整などに

より、大変厳しい状況が続き、当社グループの業績に大きく影響いたしました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は12億７千９百万円、営業損失は２億２百万

円、経常損失は１億９千５百万円となりました。

また、投資有価証券評価損１億５千２百万円などを特別損失として計上し、さらに、繰延税金資

産の回収可能性につきまして慎重に検討いたしました結果、繰延税金資産の取崩しを行い法人税

等として計上したことにより、四半期純損失は７億１千６百万円となりました。

 

当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行っているもので

あり、事業区分は一つであります。したがいまして、事業の種類別セグメント情報は開示しており

ません。

また、全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。

 

なお、当社グループにおける製品群別事業概況は、次のとおりであります。

 

《電子計測器群》

上期順調に推移した次世代ＤＶＤ関連の光デバイス用計測器は、当四半期に入り急激な生産調

整の影響を受けその動きは停滞し、また、安全関連試験機器も、省エネルギーや自動化に関連する

製品に新規設備導入の動きは見られたものの、汎用製品全体への設備投資抑制の影響により振る

わず、売上高は３億２千万円となりました。

 

《電源機器群》

環境・省エネルギーに関連する分野での設備投資により、大容量スイッチング直流電源や電子

負荷装置は、堅調に推移したものの、自動車電装市場をはじめとして、産業機器や電子部品などの

各市場における設備投資計画の凍結や先送り等の影響を大きく受ける結果となり、売上高は８億

９千１百万円となりました。

 

《サービス・部品等》

サービス・部品等の売上高は６千７百万円となりました。

 

また、上記に含まれる海外市場の事業概況は以下のとおりであります。
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《海外市場》

米国市場では、昨年９月のリーマンショックをきっかけに、金融危機が深刻化し、米国経済の減

速による設備投資の抑制が強まったことで、引き続き厳しい状況が続いております。

中国市場でも、日系企業の設備投資の抑制、及び世界景気の下振れによる輸出の減少の影響な

どにより現地資本企業の急速な設備投資の抑制による影響を受けました。

一方、その他アジア市場におきましては、デジタル機器、環境関連の新エネルギー市場を中心

に、電子負荷装置・直流電源機器・光デバイス用計測機器の販売が堅調に推移いたしました。

以上の結果、売上高は２億８千９百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、受取手形及び売掛金並びに投資有価証券の減

少等により、前連結会計年度末に比べ16億５千９百万円減少し、90億２千４百万円となりました。

負債は、支払手形及び買掛金並びに未払法人税等の減少等により、前連結会計年度末に比べ５

億６千７百万円減少し、17億４千５百万円となりました。

純資産は、剰余金の配当及び四半期純損失の計上等により、前連結会計年度末に比べ10億９千

２百万円減少し、72億７千８百万円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」とい

う。)は、第２四半期連結会計期間末に比べ２億２千万円減少し、13億９千５百万円となりました。

 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、△８千９百万円と

なりました。これは、売上債権の減少額４億９千９百万円や投資有価証券評価損１億５千２百万

円の計上等による資金の増加を、税金等調整前四半期純損失３億４千５百万円の計上、仕入債務

の減少額１億８千４百万円、たな卸資産の増加額９千４百万円及び法人税等の支払額１億１百万

円等による資金の減少が上回った結果によるものであります。

 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△１億１千６百万

円となりました。これは、有形固定資産の取得９千７百万円等により資金が減少したことによる

ものであります。

 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、△１千万円となり

ました。これは、自己株式取得８百万円等により資金が減少したことによるものであります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めてお

り、その内容等(会社法施行規則第127条各号に掲げる事項)は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

当社の株式は、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に

対する大規模買付提案等であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、こ

れを一概に否定するものではなく、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断

は、最終的に株主全体の意思に基づいて行われるべきものと考えます。

しかしながら、昨今、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化等を背景として、対

象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大規模買付提案等を強行するといっ

た動きが顕在化しております。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業

価値、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。

したがいまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模

買付提案等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切である

と考えます。

②　不適切な支配の防止のための取り組み

当社は、大規模買付提案の買付行為がなされた場合について、その大規模買付者が中長期

的な経営意図や計画もなく一時的な収益の向上を狙ったもの、株主に株式の売却を事実上強

要するおそれがあるもの、買収等の提案理由、買付方法等が不当・不明確であるなどの事情

があるときは、企業価値を毀損し、株主共同の利益に資するとはいえないと考えます。

また、大規模買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には株主の皆様の判断に委ねるべ

きものでありますが、株主の皆様が適切な判断を行うためには十分な情報が提供される必要

があると考えます。

そこで、大規模買付行為に対するルールとして、特定の株主グループの株券等保有割合を

20％以上となるような当社株式の買付を行う者に対して、(ａ)買付行為の前に、当社取締役

会に対して十分な情報提供をすること、(ｂ)その後、独立委員会がその買付行為を検討、評価

・交渉・意見及び代替案立案のための期間を設けることをルールとして策定いたしました。

このルールが遵守されない場合やその買付行為が企業価値又は株主共同の利益に対する侵

害・毀損をもたらすおそれのある買付と認められる場合に、当社はこれに対する買収防衛策

を導入すべきものと考えます。

このような観点から、当社は、平成19年４月27日開催の取締役会において、当社の企業価値

・株主共同の利益を向上させるため、基本方針に照らし不適切な買付行為の防止の取り組み

として、当社株式の大量買付行為に関する対応策(買収防衛策)の導入を決議し、平成19年６

月28日開催の当社第56回定時株主総会において承認を得ております。

③　上記②の取り組みについての取締役会の判断

当社取締役会は、上記②の取り組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の

企業価値、株主共同の利益を損なうものではないと考えます。

また、取締役の恣意的な判断を排するため、独立委員会を設置し、独立委員会の勧告を最大

限尊重して買収防衛策が発動されることが定められており、当社取締役の地位の維持を目的

とするものではありません。
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(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億９千７百万円であります。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの主要な営業品目である電子計測器製品及び電源機器製品の需要は、当社グルー

プが製品を販売している国または地域における経済情勢や設備投資動向の影響を受けます。

国または地域における経済情勢といたしましては、世界的な金融危機を背景とした世界経済の

低迷及び急激な株価や為替相場の変動等により、世界的な景気後退が一層深刻化する懸念が増大

しております。

また、設備投資動向といたしましては、景気の先行き不透明感により設備投資全般の抑制の動

きはさらに厳しさを増すものと予想されます。

 

(7) 経営戦略の現状と見通し

当社グループといたしましては、グローバル化と多様化する顧客ニーズへの対応力の強化のほ

か、ソリューション営業活動を推進し、製品開発のスピードアップ、納期短縮と原価低減に努めて

まいります。

具体的には、デジタル機器、先進電子部品、自動車電装及び環境関連の新エネルギー市場におい

て拡販、浸透を図るため、直接、顧客の研究開発現場、製造現場、品質保証現場等からの生の声に耳

を傾けることで顧客ニーズを把握し、様々な要求に対するソリューションを提供できるよう、一

層努力してまいります。

海外事業活動においては、これまで推進してまいりましたグローバルビジネスについて、地域

特性に応じた活動をより本格化し、お客様の期待に応えられるようグループ一丸となった展開を

推進してまいります。

 

(8) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案

し実行するよう努めております。しかしながら、技術の進歩は目覚しく、それに伴い顧客ニーズも

目まぐるしく変化いたします。当社グループといたしましては、このような技術進歩と顧客ニー

ズへの対応がむしろビジネスを大きくする好機でもあると捉え、業績を伸長しかつ当社グループ

全体の企業価値を高めるべく、新製品の開発、新規事業の拡大、積極的な海外展開を経営の最重点

課題として取り組んでいく所存でございます。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。

 

EDINET提出書類

菊水電子工業株式会社(E02004)

四半期報告書

 9/30



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,900,000 9,900,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は100株でありま
す。

計 9,900,000 9,900,000― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次

のとおりであります。
 

株主総会の特別決議日 (平成16年６月29日)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 122 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 122,000 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり612 (注)３

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　612
資本組入額　306

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されない新株予約権の目的となる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとする。

 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(時価発行として行

う公募増資及び新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。)を行う場合は、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う

場合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行

使価額は適切に調整されるものとする。

４　新株予約権の行使の条件

 (1) 各新株予約権の一部行使は認められない。

 (2) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員の地位にあ

ることを要す。

ただし、当社取締役を任期満了により退任した場合、定年退職その他取締役会が正当な理由と認めた

場合にはこの限りではない。

 (3) 新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを行使できないものとする。

 (4) 新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

 (5) その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。

５　新株予約権の消却事由及び条件

 (1) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認

の議案並びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、取締役会決議をもって、新株予約権

を無償で消却することができる。

 (2) 本新株予約権は、新株予約権の割当てを受けた者が、権利を行使する条件に該当しなくなった場合、

対象者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社がその新株予約権を無償で消却するこ

とができる。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ― 9,900,000 ― 2,201,250 ― 2,736,250

 

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動を把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

普通株式　　　592,600
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　9,306,400 93,064 ―

単元未満株式 普通株式　　　　1,000 ― ―

発行済株式総数 9,900,000 ― ―

総株主の議決権 ― 93,064 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式85株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
菊水電子工業株式会社

神奈川県横浜市都筑区
東山田１―１―３

592,600 ― 592,600 5.99

計 ― 592,600 ― 592,600 5.99

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 426 505 500 450 418 420 359 320 337

最低(円) 380 412 454 415 373 339 262 281 282

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日

から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四

半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,416,411 1,435,388

受取手形及び売掛金 ※２
 1,369,901 2,586,401

有価証券 － 99,880

商品 59 1,044

製品 480,685 407,195

原材料 506,071 473,944

仕掛品 319,778 294,568

その他 195,920 257,913

貸倒引当金 △2,131 △4,610

流動資産合計 4,286,697 5,551,726

固定資産

有形固定資産

土地 1,733,096 1,733,096

その他（純額） ※１
 1,188,561

※１
 1,154,773

有形固定資産合計 2,921,658 2,887,870

無形固定資産 65,325 68,548

投資その他の資産

投資有価証券 1,145,234 1,603,196

その他 609,393 576,196

貸倒引当金 △3,966 △3,964

投資その他の資産合計 1,750,660 2,175,427

固定資産合計 4,737,644 5,131,846

資産合計 9,024,341 10,683,572

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 537,117 836,371

未払法人税等 1,533 206,846

賞与引当金 101,895 210,737

役員賞与引当金 － 13,500

製品保証引当金 64,305 81,975

その他 ※２
 295,104 381,410

流動負債合計 999,956 1,730,840

固定負債

退職給付引当金 174,244 178,189

役員退職慰労引当金 6,869 6,569

その他 564,627 397,262

固定負債合計 745,741 582,021

負債合計 1,745,698 2,312,862
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,201,250 2,201,250

資本剰余金 2,737,648 2,737,648

利益剰余金 2,768,265 3,826,260

自己株式 △302,286 △286,244

株主資本合計 7,404,877 8,478,913

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △163,253 △154,888

為替換算調整勘定 △653 10,505

評価・換算差額等合計 △163,906 △144,382

少数株主持分 37,673 36,179

純資産合計 7,278,643 8,370,710

負債純資産合計 9,024,341 10,683,572
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 (2)【四半期連結損益計算書】
　 【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

売上高 4,905,877

売上原価 2,584,784

売上総利益 2,321,093

販売費及び一般管理費 ※１
 2,509,539

営業損失（△） △188,446

営業外収益

受取利息 3,942

受取配当金 27,034

その他 10,513

営業外収益合計 41,491

営業外費用

支払利息 4,064

売上割引 14,765

有価証券売却損 25,087

その他 11,876

営業外費用合計 55,793

経常損失（△） △202,748

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,476

固定資産売却益 2,749

特別利益合計 5,226

特別損失

固定資産除却損 5,934

投資有価証券評価損 407,495

特別損失合計 413,429

税金等調整前四半期純損失（△） △610,952

法人税等 ※２
 277,694

少数株主利益 1,493

四半期純損失（△） △890,140
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   【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
  至 平成20年12月31日)

売上高 1,279,434

売上原価 686,069

売上総利益 593,365

販売費及び一般管理費 ※１
 796,134

営業損失（△） △202,769

営業外収益

受取利息 802

受取配当金 10,413

その他 2,088

営業外収益合計 13,305

営業外費用

支払利息 1,350

売上割引 4,530

その他 76

営業外費用合計 5,956

経常損失（△） △195,421

特別利益

貸倒引当金戻入額 785

固定資産売却益 1,316

特別利益合計 2,102

特別損失

固定資産除却損 86

投資有価証券評価損 152,395

特別損失合計 152,482

税金等調整前四半期純損失（△） △345,801

法人税等 ※２
 369,888

少数株主利益 854

四半期純損失（△） △716,544
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 (3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △610,952

減価償却費 163,435

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,476

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,944

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 300

賞与引当金の増減額（△は減少） △108,841

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13,500

製品保証引当金の増減額（△は減少） △17,670

受取利息及び受取配当金 △31,787

支払利息 18,829

投資有価証券評価損益（△は益） 407,495

売上債権の増減額（△は増加） 1,212,944

たな卸資産の増減額（△は増加） △138,650

仕入債務の増減額（△は減少） △359,247

その他 △10,278

小計 505,656

利息及び配当金の受取額 31,160

利息の支払額 △20,334

法人税等の支払額 △295,100

営業活動によるキャッシュ・フロー 221,381

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △100,000

有価証券の売却及び償還による収入 200,000

有形固定資産の取得による支出 △176,437

投資有価証券の取得による支出 △8,810

投資有価証券の売却及び償還による収入 62,515

その他 △49,802

投資活動によるキャッシュ・フロー △72,534

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △16,042

配当金の支払額 △167,493

その他 △1,457

財務活動によるキャッシュ・フロー △184,993

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,560

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △39,707

現金及び現金同等物の期首残高 1,435,388

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,395,681
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　会計方針の変更

 (1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)

を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、主として原価法から原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上総利益は、19,786千円減

少し、営業損失は、19,786千円増加しております。また、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、8,781

千円それぞれ増加しております。

 (2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平

成18年５月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を

行っております。

なお、この変更による、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失

に与える影響はありません。

 (3) リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日

　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年

１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期

に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法

によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

この変更による影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス

・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、又

は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、将来の業績予想やタックス・プランニングに

当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。
　　

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
　

 

【追加情報】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

退職給付引当金

当社は、退職給付制度として確定給付型の適格退職年金制度を採用しておりましたが、確定給付企業年金法の

施行に伴い、平成20年12月より確定給付企業年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１号)を適用しております。

なお、本移行に伴う影響額は、軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 3,369,330千円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 3,374,424千円
　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理しており

ます。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含

まれております。

 受取手形 30,773千円

 流動負債その他

(設備等支払手形)
828千円

　

───────

 

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

給与手当 571,388千円

賞与引当金繰入額 46,698千円

製品保証引当金繰入額 10,852千円

退職給付引当金繰入額 28,097千円

役員退職慰労引当金繰入額 300千円

研究開発費 602,489千円

 

※２　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は、法人税等として一括して表示しております。
　

 

第３四半期連結会計期間

 

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

給与手当 187,928千円

製品保証引当金繰入額 5,841千円

退職給付引当金繰入額 7,293千円

役員退職慰労引当金繰入額 100千円

研究開発費 197,443千円

 

※２　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は、法人税等として一括して表示しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,416,411千円

有価証券 －千円

　　　計 1,416,411千円

預入期間が３か月超の定期預金 △20,730千円

株式、社債等 －千円

現金及び現金同等物 1,395,681千円
　

 

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月

１日　至　平成20年12月31日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,900,000

 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 621,785

 

 

３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の当第３四半期連結会計期間末残高　　　提出会社　　―千円

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27
日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 167,853 18平成20年３月31日平成20年６月30日

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末に

おけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため記載してお

りません。

 

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が見られます。

 

　　　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

　株式 496,159 467,504 △28,655

　債券 200,000 196,912 △3,088

　その他 581,928 458,682 △123,245

計 1,278,087 1,123,099 △154,988

 

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結

累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行っているものであ

り、事業区分は一つであります。したがいまして、事業の種類別セグメント情報は、開示しておりま

せん。

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結

累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 

 北米 アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 60,059 206,643 21,334 1,410 289,448

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 1,279,434

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.7 16.1 1.7 0.1 22.6

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米 …………… 米国・カナダ

(2) アジア ………… 中国・香港・韓国・台湾

(3) ヨーロッパ …… オーストリア・英国・ベルギー・フランス

(4) その他の地域 … ブラジル・オーストラリア・南アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 

 北米 アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 175,656 818,217 74,161 8,886 1,076,922

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 4,905,877

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.6 16.7 1.5 0.2 22.0

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米 …………… 米国・カナダ

(2) アジア ………… 中国・香港・韓国・台湾

(3) ヨーロッパ …… オーストリア・英国・ベルギー・フランス

(4) その他の地域 … ブラジル・オーストラリア・南アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

  

 780.43円

  

 893.76円

 

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 7,278,643 8,370,710

普通株式に係る純資産額(千円) 7,240,970 8,334,531

差額の主な内訳(千円)
　少数株主持分

 
37,673

 
36,179

普通株式の発行済株式数(株) 9,900,000 9,900,000

普通株式の自己株式数(株) 621,785 574,785

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

9,278,215 9,325,215

 

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　第３四半期連結累計期間

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △95.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されているため、

記載しておりません。

　 　２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △890,140

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △890,140

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 9,311,765

普通株式増加数(株) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
含まれなかった潜在株式について前連結会計年度末から重要な変動がある場
合の概要

―
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第３四半期連結会計期間

 

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △77.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されているため、

記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △716,544

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △716,544

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 9,295,640

普通株式増加数(株) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
含まれなかった潜在株式について前連結会計年度末から重要な変動がある場
合の概要

―

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成21年２月10日

菊水電子工業株式会社

取締役会　御中

 新日本有限責任監査法人

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　今　　井　　靖　　容　　㊞

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　鈴　　木　　博　　貴　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

菊水電子工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、菊水電子工業株式会社及び連結子

会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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